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第８回　地域福祉・成年後見部会

令和６年度(2024年度)
「中野区成年後見制度利用促進計画」
に係る各施策の取組状況について



■目次

施策 主な取組 ページ

支援が必要な人の発見・つなぎ、見守りのための金融機関、商店街、民生委
員、中野区消費生活センター等との連携

1

認知症サポーター等との連携 2

区民にとってわかりやすい成年後見制度の相談窓口の周知と中核機関との情
報共有

2

本人の意思決定を大切にする相談体制の充実 3

意思決定支援に係る各種ガイドラインを活用した支援の推進 4

多機関が参加する事例勉強会の実施 4

専門職連携による成年後見等支援検討会議の実施 5

専門職連携による申立書の作成支援 5

申立経費助成 6

区長申立ての実施と円滑な実施体制の整備 6

地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）等からの移行調整 7

後見人等候補者の事前面談の実施 8

権利擁護を推進する地域連携ネットワークの強化 9

後見人を含めたチームの編成支援 10

支援が必要な人の発見・つなぎ、見守りのための金融機関、商店街、民生委
員、中野区消費生活センター等との連携【再掲】

10

認知症サポーター等との連携【再掲】 11

多機関が参加する事例勉強会の実施【再掲】 11

親族後見人・市民後見人（社会貢献型後見人）向け学習会等の実施 12

後見人、支援者等からの相談対応と支援 12

後見人等報酬助成 13

市民後見人（社会貢献型後見人）の育成・活用 13

法人後見実施団体に対する支援 14

成年後見制度・権利擁護支援の普及啓発 15

知的障害者、精神障害者の家族に対する普及啓発 16

支援者、専門職及び職員等を対象とした研修会の実施 16

「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援に関す
るガイドライン」等を活用した医療機関、福祉及び介護関係者との共通理
解・連携促進

17

１　発見・相談体制の充実と意思決定
支援の推進

２　本人の意向・状況を踏まえた申立
支援と受任調整の実施

３　権利擁護に取り組むネットワーク
の強化

４　後見人等支援の充実

５　成年後見制度・権利擁護支援に関
する理解・啓発の推進



計画進捗管理シート

自己評価：

目指す方向

目指す方向

↑

↑

現状値
令和６年度
（２０２４年度）

４７１件

現状値
令和６年度
（２０２４年度）

28%

計画策定時
令和４年度
（２０２２年度）

４０６件

計画策定時
令和４年度
（２０２２年度）

36%

新規相談件数

上記新規相談件数のうち関係機関からの相談件数
の割合

　区民と接する中で支援が必要な人の様子に
気付いた金融機関、医療機関、郵便局、商店
街、民生委員、知的障害者相談員、中野区消費
生活センター、高齢者等の見守りに関する協定
締結事業者などによる、相談窓口へのつなぎ
やゆるやかな見守りなどを推進します。

■支援が必要な人の発見・つなぎ、見守りのための金融機関、商店街、民生委員、中野区消費生活センター等との連携　（掲載ページ：Ｐ８１）

今後の課題

　金融機関、医療機関等、地域
で活動する関係機関等と連携
し、ゆるやかな見守りや相談窓
口へのつなぎ等の体制を強化
する。

福祉推進課
障害福祉課
地域活動推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　成年後見連携推進協議会
を開催し、専門職、関係機
関、関係団体等で、成年後
見制度利用促進の課題等に
ついて協議、情報共有を
行った。

【障害福祉課】
　成年後見制度連携推進協
議会に参加し、関係団体、
関係機関等と成年後見制度
の利用支援について、意見
交換等を行った。

【地域活動推進課】
・毎年１回の民生委員によ
る高齢者調査を実施した。
（8,735世帯）
・町会・自治会、見守り協定
事業者による日頃のゆるや
かな見守り活動を推進し
た。また、見守り協定事業者
懇談会を開催した。

【成年後見支援センター】
・成年後見制度連携推進協
議会に参加し、関係団体、
関係機関等と成年後見制度
の利用支援について、意見
交換等を行った。
・すこやか福祉センター圏域
ごとに、区職員に向け、成
年後見制度の基礎を学ぶ研
修会を実施した。

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

〇

主な取組

1

2

成果指標

成年後見制度利用促進計画

権利擁護の支援が必要な人が早期に発見され、速やかに必要な支援に結びつき、本人の意思
決定を尊重した権利擁護が図られています。

計画名称

施策

目指すべき状態

１　発見・相談体制の充実と意思決定支援の推進
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自己評価：

自己評価： 〇

【福祉推進課】
　成年後見制度連携推進協
議会で、成年後見制度利用
促進及び権利擁護支援につ
いて、意見交換や情報共有
を行ったが、認知症サポー
ターとの連携した取組には
至らなかった。

【地域包括ケア推進課】
　認知症サポーター養成講
座において、認知症への理
解を深める一環として、権
利擁護支援についても一部
ふれた。

【成年後見支援センター】
　民生委員に対して、成年
後見制度と成年後見支援セ
ンターの機能について説明
会を行った。

福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター

（１）成年後見制度や権利擁護支援の窓口を区
民や関係機関にわかりやすく周知することによ
り、どの窓口で受け付けた相談でも適切な部署
に確実につなげられるようにします。

（２）成年後見等支援検討会議で検討したケー
スの情報は、個人情報の保護を適正に行いな
がら中核機関と共有し、権利擁護支援の進行
管理を適切に実施します。

今後の課題

■区民にとってわかりやすい成年後見制度の相談窓口の周知と中核機関との情報共有　（掲載ページ：P８１）

　支援が必要な人の発見や見守りなどの地域
連携を図るため、例えば認知症サポーター養成
講座の機会を活用し権利擁護支援の理解を深
めるなど、認知症サポーター、近隣住民、民生
委員等と成年後見支援センター、区との連携を
図ります。

△

【福祉推進課】
　成年後見等支援検討会議
で検討したケースの情報
を、成年後見支援センター
と共有し、その後の支援に
つなげた。

【障害福祉課】
　必要に応じて窓口での相
談から他部署への連携を適
切に実施した。

【すこやか福祉センター】
　地域に密着した相談機関
として、必要な対象者に制
度利用を勧め、関係機関と
連携しながら伴走型の支援
を実施した。

【成年後見支援センター】
・区民向け講演会、出前勉
強会を実施した。
・すこやか福祉センター圏域
ごとに職員向けの研修会を
実施し、成年後見制度の相
談先・連携先を周知した。
・成年後見等支援検討会議
で検討したケースについ
て、その後の支援において
も関係機関と連携を行っ
た。

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

■認知症サポーター等との連携　（掲載ページ：P８１）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

・認知症サポーター養成講座に
おける普及啓発活動を継続
し、区民の認知症への理解が
深まるように推進していく。

・認知症サポーターや地域住民
等の権利擁護支援に対する理
解を深められるよう、関係所管
が連携して取り組む。

・認知症サポーターを対象とし
た普及啓発活動を強化し、成
年後見制度を活用した権利養
護の取組を推進していく。

福祉推進課
地域包括ケア推進課
成年後見支援センター

今後の課題

・制度のはざまにある方や複
合的な課題を抱える対象者
に、適切な関わりを持てる体
制づくりを進める。

・区民の成年後見制度に対す
る認知度が上がるように、パン
フレット等の見直しを実施す
る。

・関係機関の窓口で受け付け
た相談の情報を中核機関と共
有し、権利擁護支援の進行管
理を適切に実施できる体制を
整備する。
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自己評価：　本人の意思決定を尊重するため、本人に対し
ての制度説明や案内等を丁寧に行うとともに、
本人の意思又は本人をよく知る親族や支援関
係者等の協力も得ながら推定した本人の意思
を確認し、それを尊重して、支援の必要性や支
援内容を検討します。

【福祉推進課】
・本人の意思決定を尊重す
るため、本人に対して制度
説明や案内等を丁寧に行っ
た。
・本人の意思又は本人をよ
く知る親族や支援関係者等
の協力も得ながら推定した
本人の意思を確認し、それ
を尊重して、支援の必要性
や支援内容を検討した。

【障害福祉課】
　関係者を含めて本人の意
思決定を確認しながら支援
を進めた。

【すこやか福祉センター】
・「精神保健及び精神障害
者福祉に関する法律」に基
づき対応した。
・本人の意思をよく知る親
族や関係者がいない場合も
あるが、丁寧、公平に対応
し、本人の意思を推定して
支援を行った。

【成年後見支援センター】
　制度利用の相談に対し、
親族や支援関係者と連携し
ながら、本人に対して制度
説明を行い、本人の意思確
認を実施した。

■本人の意思決定を大切にする相談体制の充実　（掲載ページ：P８２）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

〇

今後の課題

・課題を抱える当事者が地域
で孤立しない体制作りを進め
る。（地域包括ケア体制の推
進）

・終末期の医療と介護等につ
いて本人の意思決定を支援す
るACP（人生会議）の普及・啓
発を拡充する。

・本人の意思決定支援を意識
したさらなる相談対応を行う
ため、成年後見制度の利用に
関わらず権利擁護の観点から
課題がある場合などにも成年
後見等支援検討会議を活用す
る。

福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター
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自己評価：

自己評価： 　引き続き、事例検討会を開催
し、関係機関の実践力を高め
る取り組みを行う。

　関係機関や関係団体相互の連携を強化する
とともに、支援の実践力を高めるため、多機関
が参加する事例勉強会を行います。

■意思決定支援に係る各種ガイドラインを活用した支援の推進　（掲載ページ：P８２）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　認知症や障害のため判断能力が十分ではな
い方で上手く意思表示ができない場合でも、本
人の能力を活かした意思決定の支援をするた
め、東京都が実施する研修に積極的に参加した
り、意思決定支援に係る各種ガイドラインを活
用した学習会を実施するなど、意思決定支援・
身上保護を円滑に行う支援を推進します。

福祉推進課
成年後見支援センター

〇

【福祉推進課】
　関係機関、関係団体等が
参加している成年後見制度
連携推進協議会において、
事例をとりあげその対応に
ついて各立場から意見交換
を行った。

【成年後見支援センター】
　専門職後見人、市民後見
人、福祉関係者を対象に事
例を通じて意思決定支援に
ついて考える事業を実施し
た。

今後の課題

■多機関が参加する事例勉強会の実施　（掲載ページ：P８２）

【福祉推進課】
　判断能力が十分ではない
場合でも、本人の能力を活
かした意思決定をするた
め、研修等に参加し、意思
決定支援・身上保護を円滑
に行う支援を推進した。

【障害福祉課】
　福祉人材育成研修の中で
区民も含めた成年後見制度
の理解研修を実施した。

【すこやか福祉センター】
・ご本人の意思をできる限
り確認し支援を行った。
・他機関が実施する研修等
にも積極的に参加し、意思
決定支援のスキルの向上を
図った。

【成年後見支援センター】
　専門職後見人、市民後見
人、福祉関係者を対象に
「成年後見制度における意
思決定支援」と題し、講演と
事例検討を実施した。

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

〇 ・「本人の能力を生かした本人
支援」の方法についての研修
や勉強会に計画的に参加する
など、人材育成を図る。

・各種意思決定支援に係るガイ
ドライン等を活用した学習会を
実施するなど、意思決定支援・
身上保護を円滑に行う支援を
引き続き推進する。

福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター
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計画進捗管理シート

－

計画策定時
令和４年度
（２０２２年度）

35.5%

成年後見制度が必要と思われるが使っていない人を「い
ない」と答えたケアマネジャーの割合

今後の課題

〇自己評価：

２　本人の意向・状況を踏まえた申立支援と受任調整の実施

目指すべき状態
成年後見制度を利用する際の申立て手続が支援により円滑に行われ、本人の意向や状況を踏
まえた適切な後見人等候補者が選任されています。

　成年後見制度の申立書を作成することが難し
い方に申立書の作成を支援するため、弁護士、
司法書士の専門職と連携しながら本人又は親
族申立ての手続が行いやすい環境を整備しま
す。

〇自己評価：

・引き続き、成年後見等支援検
討会議を実施する。

・成年後見等支援検討会議が、
関係者により効果的に活用さ
れるように周知を行う。

　申立書の作成が難解で困難
だと感じている区民に対する
申立書作成等の支援を成年後
見支援センターで実施してい
ることについて、さらに広く周
知を図っていく。

福祉推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　専門職や区の関係部署が
参加して、権利擁護支援の
方針や成年後見制度の利
用、適切な後見等候補者に
ついて検討する成年後見等
支援会議を、中野区社会福
祉協議会に委託して実施し
た。

【成年後見支援センター】
　成年後見等支援検討会議
を実施し、専門的・多角的に
権利擁護の支援方針の検討
や適切な後見人等候補者の
調整を行った。

福祉推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　成年後見支援センターが
実施する成年後見申立講座
のチラシの配架や区報への
掲載により、広く周知を
図った。

【成年後見支援センター】
・自ら申立書を作成する方
には書類作成について助言
を行い、専門職への委任を
希望する方には専門職の紹
介を行った。
・申立経費助成について適
宜情報提供を行った。

■専門職連携による申立書の作成支援　（掲載ページ：P８４）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

目指す方向

↑

現状値
令和６年度
（２０２４年度）

　弁護士、司法書士、社会福祉士等の専門職、
中野区成年後見支援センター職員、区職員、本
人の関係者等が、本人の状況や意思を踏まえ
て、専門的・多角的に権利擁護の支援方針の検
討や適切な後見人等候補者の調整を行う会議
を実施します。

主な取組

■専門職連携による成年後見等支援検討会議の実施　（掲載ページ：Ｐ８４）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

成果指標

計画名称 成年後見制度利用促進計画

施策
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（１）認知症・精神障害・知的障害などによって
現在、判断能力が十分でない方の権利を守る
援助者を選ぶことで、本人が法律行為を行うこ
とを支援する必要があるものの本人又は親族
による申立てが見込めない場合、老人福祉法、
知的障害者福祉法、精神保健及び精神障害者
福祉に関する法律に基づき、区長申立てを実
施します。

（２）区長申立てについての各部署の役割分担
を明確にするとともに、マニュアルを常に最新
の状態に更新するなど、実施体制についても
整備します。

　複合的な課題を持つ対象者
について、各部署の役割分担
を明確にしつつ、関係機関との
連携も強化する。

〇自己評価：福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター

【福祉推進課】
　本人又は親族による申立
てが見込めない場合、老人
福祉法に基づき、区長申立
てを実施した。

【障害福祉課】
　知的障害により判断能力
が不十分な方について、成
年後見制度の区長申立を実
施した。

【すこやか福祉センター】
　精神障害等により判断能
力が十分でない方の区長申
立について、法律に基づき
適切に実施した。

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　「成年後見制度申立経費助成」を広く周知し、
経済的な困難で申立てをすることができない
ことのないよう、円滑で利用しやすい制度運営
を目指します。

　申立経費助成制度について、
様々な機会をとらえ、さらに周
知を図っていく。

〇自己評価：

【福祉推進課】
　申立経費助成について区
ホームページやチラシで広
く周知に努めた。

【成年後見支援センター】
　すこやか福祉センター圏
域ごとに実施した職員向け
研修にて説明を行い、周知
を図った。

福祉推進課
成年後見支援センター

■区長申立ての実施と円滑な実施体制の整備　（掲載ページ：P８４、８５）

■申立経費助成　（掲載ページ：P８４）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題
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■地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事業）等からの移行調整　（掲載ページ：P８５）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　地域福祉権利擁護事業（日常生活自立支援事
業）等の利用者のうち、認知症や障害等で判断
能力が低下してきた方に対し、本人の状況を見
極め、成年後見制度の利用を含めた適切な支
援への移行がなされるよう調整します。

・地域等と関わりが少なく、情
報の少ない対象者や困難事例
について、関係所管が連携し
てバックアップする体制を整備
する。

・地域福祉権利擁護事業から、
必要な方への成年後見制度を
活用した支援が円滑に行える
よう、マニュアルの作成など、
さらに検討を進める。

【福祉推進課】
　成年後見等支援検討会議
の中で、成年後見制度の利
用を迷うようなケースにつ
いても、適切な支援につな
がるよう検討した。

【障害福祉課】
・令和6年度においては該
当する案件はなかった。
・引き続き、地域福祉権利
擁護事業を利用している障
害者の判断能力の低下がみ
られた場合は、関係機関と
連携して、適切な支援が行
えるよう調整等を行う。

【すこやか福祉センター】
・地域に密着した相談機関
として、相談支援の中で必
要な対象者に、地域福祉権
利擁護事業を紹介した。
・判断能力の低下が著しく
成年後見制度の利用が必要
と思われるケースについて
は、制度の紹介をするとと
もに伴走型の支援を実施し
た。

【成年後見支援センター】
　地域福祉権利擁護事業の
利用者について、成年後見
制度に移行されたケースが
あったが、成年後見制度が
必要なケースすべてを移行
することはできなかった。

福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター

△自己評価：
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　成年後見制度の利用が円滑に進むよう、本人
と後見人等候補者が、申立て前に面談して相
性等を確認します。

　引き続き、候補者紹介を希望
するすべてのケースにおいて、
本人と後見人等候補者が申立
前に面談できるよう調整を行
う。

〇自己評価：福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　成年後見制度の利用が円
滑に進むよう、本人と後見
人等候補者が、申立て前に
面談して相性等を確認し
た。

【障害福祉課】
　令和６年度は該当事例が
なかったが、ご本人がメ
リットを感じる制度の利用
とするために、事前に後見
人等候補者と面談し、相性
等を確認するようにする。

【すこやか福祉センター】
　成年後見制度の利用が円
滑に進むよう、本人と後見
人等候補者が、申立て前に
面談して相性等を確認し
た。

【成年後見支援センター】
　成年後見制度の利用が円
滑に進むよう、本人と後見
人等候補者が、申立て前に
面談して相性等を確認し
た。

■後見人等候補者の事前面談の実施（掲載ページ：P８５）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題
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計画進捗管理シート

チーム編成を支援した割合

→

現状値
令和６年度
（２０２４年度）

100%

計画策定時
令和４年度
（２０２２年度）

100%

計画名称 成年後見制度利用促進計画

施策 ３　権利擁護に取り組むネットワークの強化

目指すべき状態

○中核機関を中心に関係機関、関係団体、専門職、事業所等が連携・協力しながら権利擁護支援
に取り組んでいます。
〇本人が適切な権利擁護支援を受けながら、地域のゆるやかな見守りの中で、安心して暮らすこ
とができています。

主な取組

■権利擁護を推進する地域連携ネットワークの強化　（掲載ページ：Ｐ８７）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

成果指標

目指す方向

〇自己評価： ・複雑化・複合化した課題に対
応するための、区、区民、関係
機関、関係団体の連携を強化
する。

・地域の事業所や地域の関係
者なども広く参加できる地域
連携ネットワークの仕組みを検
討する。

（１）権利擁護支援の必要な人を発見し適切な
支援につなげ、意思決定を尊重し身上保護を重
視した支援を行っていくため、関係機関、関係
団体、専門職、事業所、地域の関係者などによ
る協力・連携を進めます。

（２）中核機関は、地域連携ネットワークが円滑
に機能するためのコーディネートや個々のケー
スの支援の進行管理等を行います。

（３）関係機関・団体、専門職、事業所の委員か
らなる成年後見制度連携推進協議会を定期的
に開催し、成年後見制度の利用促進にかかる地
域課題や相互の連携について、協議します。

（４）地域包括ケアの推進を目指し、区、区民、関
係機関、関係団体が連携する地域ケア会議を開
催し、権利擁護を含めた地域の課題について話
し合い、解決に向けた行動につなげていくとと
もに、複雑化・複合化した個別課題について
は、地域ケア個別会議を開催して、解決策を検
討します。

福祉推進課
障害福祉課
地域包括ケア推進課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　成年後見制度連携推進協
議会を2回開催し、関係機
関、関係団体、専門職、事業
所等の連携や地域課題等に
ついて協議を行った。

【障害福祉課】
　成年後見制度連携推進協
議会に参加し、関係機関や
事業所等と情報共有や意見
交換等を行った。

【地域包括ケア推進課】
　地域包括ケア推進会議を
年3回開催し、地域の課題
等について話し合い、複雑
化・複合化した課題解決に
向けた解決策の検討を行っ
た。

【すこやか福祉センター】
　成年後見制度連携推進協
議会に参加し、関係機関や
事業所等と情報共有や意見
交換等を行った。

【成年後見支援センター】
・専門職後見人、市民後見
人、福祉関係者の情報交換
会を実施し、意思決定支援
についての考え方を共有し
た。
・成年後見等支援検討会議
にて検討されたケースにつ
いて、後見人等選任後にモ
ニタリングを実施し、支援の
進行管理を行った。
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■支援が必要な人の発見・つなぎ、見守りのための金融機関、商店街、民生委員、中野区消費生活センター等との連携【再掲】　（掲載
ページ：P８１、８８）

　成年後見人等選任後の本人、成年後見人等、
支援者、親族等がチームとなって見守りや支援
を継続していくため、互いのチームとしての認
識、情報共有や連携について確認する機会を
設けます。

〇自己評価：

〇

成年後見支援センター 　成年後見等支援検討会議で
検討されたケース以外のチー
ム編成支援についてどのよう
に取り組んでいくか検討する。

　成年後見等支援検討会議
で検討されたケースについ
て、後見人等選任後にチー
ム編成支援を実施し、ケー
スの課題や今後の役割分担
などを確認した。

　金融機関、医療機関等、地域
で活動する関係機関等の連携
をより一層推進し、ゆるやかな
見守りや相談窓口へのつなぎ
等の体制を強化する。

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区民と接する中で支援が必要な人の様子に
気付いた金融機関、医療機関、郵便局、商店
街、民生委員、知的障害者相談員、中野区消費
生活センター、高齢者等の見守りに関する協定
締結事業者などによる、相談窓口へのつなぎ
やゆるやかな見守りなどを推進します。

福祉推進課
障害福祉課
地域活動推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　成年後見連携推進協議会
を開催し、専門職、関係機
関、関係団体等で、成年後
見制度利用促進の課題等に
ついて協議、情報共有を
行った。

【障害福祉課】
　成年後見制度連携推進協
議会に参加し、関係団体、関
係機関等と成年後見制度の
利用支援について、意見交
換等を行った。

【地域活動推進課】
・毎年１回の民生委員によ
る高齢者調査を実施した。
（８，７３５世帯）
・町会・自治会、見守り協定
事業者による日頃のゆるや
かな見守り活動を推進し
た。また、見守り協定事業者
懇談会を開催した。

【成年後見支援センター】
・成年後見制度連携推進協
議会に参加し、関係団体、関
係機関等と成年後見制度の
利用支援について、意見交
換等を行った。
・すこやか福祉センター圏域
ごとに、区職員に向け、成年
後見制度の基礎を学ぶ研修
会を実施した。

自己評価：

■後見人を含めたチームの編成支援　（掲載ページ：P８７）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

10



令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　支援が必要な人の発見や見守りなどの地域
連携を図るため、例えば認知症サポーター養成
講座の機会を活用し権利擁護支援の理解を深
めるなど、認知症サポーター、近隣住民、民生
委員等と成年後見支援センター、区との連携を
図ります。

△

　引き続き、事例検討会を開催
し、関係機関の実践力を高め
る取り組みを行う。

■多機関が参加する事例勉強会の実施【再掲】　（掲載ページ：P８２、P８８）

今後の課題

■認知症サポーター等との連携【再掲】　（掲載ページ：P８１、８８）

・認知症サポーター養成講座に
おける普及啓発活動を継続し、
区民の認知症への理解が深ま
るように推進していく。

・認知症サポーターや地域住民
等の権利擁護支援に対する理
解を深められるよう、関係所管
と連携して取り組む。

・認知症サポーターを対象とし
た普及啓発活動を強化し、成
年後見制度を活用した権利養
護の取組を推進していく。

自己評価：福祉推進課
地域包括ケア推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　成年後見制度連携推進協
議会で、成年後見制度利用
促進及び権利擁護支援につ
いて、意見交換や情報共有
を行ったが、認知症サポー
ターとの連携した取組には
至らなかった。

【地域包括ケア推進課】
　認知症サポーター養成講
座において、認知症への理
解を深める一環として、権
利擁護支援についても一部
ふれた。

【成年後見支援センター】
　民生委員に対して、成年
後見制度と成年後見支援セ
ンターの機能について説明
会を行った。

取組内容 所管

　関係機関や関係団体相互の連携を強化する
とともに、支援の実践力を高めるため、多機関
が参加する事例勉強会を行います。

〇自己評価：

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

福祉推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　関係機関、関係団体等が
参加している成年後見制度
連携推進協議会において、
事例をとりあげその対応に
ついて各立場から意見交換
を行った。

【成年後見支援センター】
　専門職後見人、市民後見
人、福祉関係者を対象に事
例を通じて意思決定支援に
ついて考える機会を実施し
た。
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計画進捗管理シート

目指す方向

↑

現状値
令和６年度
（２０２４年度）

５回

計画策定時
令和４年度
（２０２２年度）

2回

後見人等を対象とした学習会、相談会等の実施回数

・課題のあるケースについて
は、成年後見支援センターで状
況を把握していくためのモニ
タリングを行う。

・成年後見等支援検討会議を
適切に活用して本人の権利擁
護支援につなげる。

　親族、関係機関、専門職後
見人等からの相談に、適切
に対応した。

（１）後見人等が後見活動をする中で判断に迷
う場合やトラブルがあった場合などに、相談を
受け助言をするなど支援を行います。

（２）後見人等からの相談で、複雑な課題などが
あり専門的・多角的判断が必要な場合は、成年
後見等支援検討会議につなぎます。また、不適
正・不適切な事案については家庭裁判所に連
絡します。

成年後見支援センター 自己評価： 〇

■　後見人、支援者等からの相談対応と支援（掲載ページ：Ｐ９０）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　親族後見人や市民後見人（社会貢献型後見
人）を対象に、後見活動や報告書の作成につい
ての学習会、相談会等を実施します。

成年後見支援センター 自己評価： 〇 　より多くの親族後見人に、後
見業務に関する相談先として
成年後見支援センターを認知
してもらう必要がある。

■　親族後見人・市民後見人（社会貢献型後見人）向け学習会等の実施（掲載ページ：Ｐ９０）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

施策 ４　後見人等支援の充実

目指すべき状態
本人の意思や状況に応じた多様な主体から後見人等が選任され、後見活動等を円滑に行ってい
ます。

計画名称 成年後見制度利用促進計画

　親族後見人勉強会、市民
後見人事例報告会等の学習
会を実施した。

主な取組

成果指標
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成年後見支援センター
福祉推進課

■　後見人等報酬助成（掲載ページ：Ｐ９０）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

【福祉推進課】
　成年後見人等報酬費用助
成制度について、区ホーム
ページ、様々な機会を捉え
たチラシの配付等で、広く
周知した。

【障害福祉課】
　成年後見人等報酬費用助
成制度について、窓口等で
わかりやすく丁寧な案内を
実施した。

【すこやか福祉センター】
　成年後見制度の利用を検
討する方に、成年後見人等
報酬費用助成制度の案内を
行い、経済的な面から成年
後見制度の利用を躊躇する
ことのないよう支援を行っ
た。

【成年後見支援センター】
　相談者や関係機関に個別
にチラシを配布するなど
し、成年後見人等報酬費用
助成制度の普及啓発を図っ
た。

（１）本人と近い地域に住む方が、地域の支えあ
いという視点を持ちながら後見活動を行うこ
とができる市民後見人（社会貢献型後見人）を
育成し、後見人等の担い手として積極的に活躍
の場をつくっていきます。

（２）市民後見人の活躍の場を増やすために、専
門職後見人との複数後見や、専門職後見人か
ら後見等を引き継ぐリレー受任などの検討を
行います。

【成年後見支援センター】
・年度を通して市民後見人
養成講習を実施し、10名が
参加した。
・25名の後見活動メンバー
に対してフォローアップ研
修や事例検討会等を実施し
た。
・市民後見人のリレー受任
について成年後見等支援検
討会議にて検討し、リレー
を前提とした市民後見人と
専門職後見人との複数後見
を試行することとなった。

【福祉推進課】
・専門職後見人から後見等
を引き継ぐリレー受任の検
討を行った。
・市民後見人の活躍の場を
増やすため、区長申立の案
件以外でも市民後見人が受
任できるよう規定の改正を
行った。

　経済的に後見人等の報酬費用を負担するこ
とが難しい方に対して助成を行う「成年後見人
等報酬費用助成」を広く周知し、円滑で利用し
やすい制度運営を目指します。

自己評価： 〇

■市民後見人（社会貢献型後見人）の育成・活用　（掲載ページ：Ｐ９０、９１）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

自己評価： 〇 　リレーを前提とした市民後見
人と専門職後見人との複数後
見の試行結果を検証し、リレー
及び複数後見受任の基準等や
後見監督人の考え方、課題等
の整理をするなど環境整備を
行う。

　被後見人等の本人に対して
意思決定支援を行いながら、
丁寧に成年後見人等報酬費用
助成制度の説明を行うととも
に、専門職団体、福祉関係者に
対してより広くPRを行ってい
く。

福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター
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　被後見人が若い障害者であるなど後見活動
が比較的長い期間見込まれる案件や、複数の
課題を抱える案件などにも対応できる法人後
見を推進するため、法人後見を実施する団体を
支援します。

自己評価： 〇 　法人後見に関する基礎調査
の結果も踏まえつつ、今後の
国や都の方針や役割分担等に
注視し支援を行っていく。

■法人後見実施団体に対する支援　（掲載ページ：P９１）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　法人後見実施団体の支援
を推進するため、区内の介
護保険サービス事業所及び
障害者福祉サービス事業所
に、法人後見に関する基礎
調査を実施した。

【障害福祉課】
　法人後見に関する基礎調
査の報告を関係所管課で共
有した。

【すこやか福祉センター】
　法人後見に関する基礎調
査の報告を関係所管課で共
有した。

【成年後見支援センター】
　法人後見に関する基礎調
査の報告を関係所管課と共
有した。
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計画進捗管理シート

・多くの方に参加してもらえる
よう、講演会や説明会の有効
な広報の仕方について検討す
る。

・出前勉強会の実施について
広く周知を図り、実施回数及び
参加人数の増を図る。

〇自己評価：（１）判断能力が十分ではなくなってきたときの
自分の暮らし方について事前に考えていただ
くきっかけとして、エンディングノート等を活用
したり、区民の会合等へ出向いて説明するな
ど、権利擁護について考える機会を作り成年後
見制度や権利擁護支援サービス等の普及啓発
を図ります。

（２）必要なサービスを必要なときに適切に利
用できるようにするために、判断能力があるう
ちから準備しておくことが重要なので、任意後
見制度や地域福祉権利擁護事業の普及啓発を
実施します。

（３）成年後見制度や権利擁護サービスの普及
啓発について効果的な方法の工夫を検討しま
す。

（４）成年後見制度や権利擁護サービスをわか
りやすく案内できるチラシやパンフレットを作
成します。

福祉推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　「成年後見制度の利用・法
人後見に関する基礎調査」
の実施にあたって、調査対
象の事業者に、調査票とと
もに成年後見制度について
の説明資料を同封して、普
及啓発を図った。

【成年後見支援センター】
・区民向けの講演会を実施
したり、毎月成年後見制度
説明会を実施することで、
区民への成年後見制度の普
及啓発を図った。
・地域のサロン活動などへ
出前勉強会を実施し、エン
ディングノートを通じて成
年後見制度や権利擁護支援
についての普及啓発を図っ
た。

主な取組

■成年後見制度・権利擁護支援の普及啓発（掲載ページ：Ｐ９３）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

成果指標

目指す方向
令和１０年度
（２０２８年度）

現状値
令和６年度
（２０２４年度）

計画策定時
令和４年度
（２０２２年度）

45%－29.4%

「成年後見制度」という言葉やしくみを知っている人の割
合

計画名称 成年後見制度利用促進計画

施策 ５　成年後見制度・権利擁護支援に関する理解・啓発の推進

目指すべき状態
区民一人ひとりが成年後見制度を十分に理解するとともに、権利擁護支援について知ること
で、自分や家族の判断能力が不十分になった場合でも、制度を利用して自分らしい生活ができ
ています。
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　成年後見制度や権利擁護に
関する理解を促進する研修等
を、地域の支援者に対象を広
げて実施することを検討する。

　知的障害や精神障害のため
判断能力に不安がある方やそ
のご家族が将来を考える機会
となる普及啓発の方法をさら
に工夫し実施する。

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

■支援者、専門職及び職員等を対象とした研修会の実施　（掲載ページ：P９３、９４）

■知的障害者、精神障害者の家族に対する普及啓発　（掲載ページ：Ｐ９３）

取組内容 所管
令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

〇自己評価：（１）知的障害や精神障害のため本人の判断能
力に不安がある家族に対して、将来の生活やい
わゆる「親亡き後問題」について、様々な視点
から考えられるようなきっかけとなる普及啓発
を実施します。

（２）成年後見制度や権利擁護サービスをわか
りやすく案内できるチラシやパンフレットを作
成します。

【障害福祉課】
　福祉人材育成研修の中で
区民も含めた成年後見制度
の理解研修を実施した。

【すこやか福祉センター】
　相談対応の中で、成年後
見制度や福祉サービスを案
内した。

障害福祉課
すこやか福祉センター

（１）権利擁護支援に関わる地域の支援者や専
門職の方に、区の取組や実施している権利擁
護サービスについて周知を図るための研修会
を実施します。

（２）成年後見制度の利用促進担当部署以外の
職員を対象として成年後見制度や権利擁護に
関する理解を促進する内容の研修を実施しま
す。

福祉推進課
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　成年後見支援センターに
委託をして、成年後見制度
や権利擁護に関する研修を
実施した。

【成年後見支援センター】
　包括支援センターの新任
研修や、すこやか福祉セン
ター圏域ごとの区職員を対
象にした研修において、社
会福祉協議会の権利擁護
サービスについて周知し
た。

〇自己評価：
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令和６（２０２４）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

■「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思決定が困難な人への支援に関するガイドライン」等を活用した医療機関、福祉及び介護
関係者との共通理解・連携促進　（掲載ページ：P９４）

　身寄りがいない人にも必要
な医療が提供され、安心して
医療が受けられるよう、医療機
関等の成年後見制度について
の理解を深める勉強会等の取
組を強化していく。

　「身寄りがない人の入院及び医療に係る意思
決定が困難な人への支援に関するガイドライ
ン」の学習会を行うなど、医療機関や施設、福
祉及び介護関係者等と後見人等の職務や権利
擁護支援について、共通理解に基づく連携を
促進します。

〇自己評価：

取組内容

福祉推進課
障害福祉課
すこやか福祉センター
成年後見支援センター

【福祉推進課】
　「身寄りがない人の入院
及び医療に係る意思決定が
困難な人への支援に関する
ガイドライン」について情報
収集を行い、研究を進め
た。

【障害福祉課】
　福祉人材育成研修の中で
施設関係者への成年後見制
度の理解研修を実施した。

【すこやか福祉センター】
　「身寄りがない人の入院
及び医療に係る意思決定が
困難な人への支援に関する
ガイドライン」について情報
収集を行い、研究を進め
た。

【成年後見支援センター】
　専門職後見人・市民後見
人・福祉関係者の情報交換
会において、講演・事例検
討を実施し、意思決定支援
についての認識を共有し
た。

所管
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